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介護給付費算定に係る体制状況届出に必要な添付書類

【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】

■届出事項の内容よって必要な添付書類等

届出事項 必要な添付書類等

地域区分 ※特に必要ありません。

施設等の区分 ※特に必要ありません。

人員配置区分 ※特に必要ありません。

夜間勤務条件基準 ※特に必要ありません。

職員の欠員による減

算の状況
※特に必要ありません。

加算体制

※従前の届出内容の変更、新たに「あり」「対応可」「加算」の届出をする場合は、以下の書

類を添付してください。

□料金表・運営規程（※運営規程を変更する場合は、別途変更届が必要です）

安全管理体制 ※特に必要ありません。

栄養ケア・マネジ

メントの実施の

有無

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□栄養マネジメント体制に関する届出書（別紙１１）

ユニットケア体

制

「対応可」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□資格を証明する書類の写し

□ユニットリーダー研修修了を証明する書類の写し

身体拘束廃止取

組の有無

「基準型」とする場合は、以下の書類を添付してください

□記録書等の書式

□身体拘束等の適正化のための指針

日常生活継続支

援加算

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□資格を証明する書類の写し

□算定日の属する月の前６月間又は前１２月間における新規入所者の総数のうち、算定要

件の対象となる入所者の占める割合がわかる資料

テクノロジーの

導入(日常生活継

続支援加算関係)

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□テクノロジーの導入による日常生活継続支援加算に関する届出書（別紙１６－２）

看護体制加算Ⅰ

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□看護体制加算に係る届出書（別紙９－３）

□看護職員の資格を証明する書類の写し

看護体制加算Ⅱ

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□看護体制加算に係る届出書（別紙９－３）

□看護職員の資格を証明する書類の写し

□夜間における連絡・対応体制（オンコール体制及びオンコール体制終了時）が分かる資

料

夜勤職員配置加

算

「加算Ⅰ・加算Ⅱ」「加算Ⅲ・加算Ⅳ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□資格を証明する書類の写し

□夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、最低基準を０．９以上上回っている場合に算
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定する場合は、その要件を満たしていることを示す根拠資料

□夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、最低基準を０．６以上上回っている場合に算

定する場合は、その要件を満たしていることを示す根拠資料

テクノロジーの

導入(夜勤職員配

置加算関係）

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□テクノロジーの導入による夜勤職員配置加算に関する届出書（別紙２２）

準ユニットケア

体制

「対応可」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□該当居室の平面図及び写真

□資格を証明する書類の写し

□ユニットリーダー研修修了を証明する書類の写し

生活機能向上連

携加算

「加算Ⅰ」「加算Ⅱ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□訪問リハビリテーション事業所、通所リハビリテーション事業所、リハビリテーション

を実施している医療提携施設と連携していることが分かる契約書(協定書を含む)の写し

□個別機能訓練計画・評価票の様式

個別機能訓練加

算

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□機能訓練指導員の資格を証明する書類の写し

□個別機能訓練計画書・評価票・個別機能訓練記録の様式

（地域密着型特定施設サービス計画・サービス提供記録に記載する場合は不要）

ＡＤＬ維持等加

算［申出］の有無

※特に必要ありません。

※ADL維持加算Ⅰ又はⅡを算定するには

①ADL維持加算Ⅰ又はⅡの算定要件満たす

②LIFEの利用申請する。

③評価対象期間の初月の前月15日までに、「ADL維持等加算【申出】」及び「LIFEへの登録」

の加算の届出を本市にする。

④LIFEへ評価対象期間に測定した結果を入力し、入力した結果が算定要件を満たした場合

に算定可能となります。

若年性認知症入

所者受入加算

※特に必要ありませんが、「あり」とする場合は、受け入れている（若しくは受け入れた場合

の）若年性認知症の利用者ごとに個別の担当者を定め、担当者を中心に若年性認知症利用者

のニーズに応じたサービスを提供する必要があります

常勤専従医師配

置

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成

□医師免許証の写し

精神科医師定期

的療養指導

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

※余白に、「入所者数」及び「認知症である入所者数」を記載

□精神科医の医師免許証の写し

□病院等との契約書の写し

障害者生活支援

体制

「加算Ⅰ」「加算Ⅱ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

※余白に、「入所者数」及び「障害者である入所者数」を記載

□資格を証明する書類の写し

栄養マネジメン

ト強化体制

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

※余白に、「入所者数」を記載

□栄養マネジメント体制に関する届出書（別紙１１）

□資格を証明する書類の写し
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□栄養ケア計画書・評価票・栄養状態記録の様式

（地域密着型特定施設サービス計画・サービス提供記録に記載する場合は不要）

療養食加算

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□資格を証明する書類の写し

□献立表

配置医師緊急時

対応加算

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□配置医師緊急時対応加算に係る届出書

□配置医師との取決めに関する書類の写し

□医師との連絡体制

※複数名の配置医師がいる場合

□医師免許証の写し

※配置医師と協力医療機関の医師が連携している場合

□協力医療機関との契約書の写し

看取り介護体制

「加算Ⅰ」「加算Ⅱ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□看取り介護体制に係る届出書（別紙９－４）

□夜間における連絡・対応体制（オンコール体制及びオンコール体制終了時）が分かる資

料

□看取りに関する指針

□研修記録

「加算Ⅰ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□資格を証明する書類の写し

「加算Ⅱ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

※配置医師緊急時対応加算を取得していること

□資格を証明する書類の写し

在宅・入所相互利

用加算

「対応可」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□在宅・入所相互利用に関する方針（任意様式）

□方針の内容を説明し、同意を得るための書類（任意様式）

小規模拠点集合

型施設加算

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□居住単位が分かる平面図

認知症専門ケア

加算

「加算Ⅰ」「加算Ⅱ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

□研修修了を証明する書類の写し

□会議の記録様式

□研修計画（加算Ⅱの場合のみ）

褥瘡マネジメン

ト加算

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□褥瘡マネジメントに関する届出書（別紙２３）

□褥瘡ケア計画書・評価票・褥瘡管理記録の様式

（地域密着型特定施設サービス計画・サービス提供記録に記載する場合は不要）

排せつ支援加算
「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□支援計画書・評価票・褥瘡管理記録

自立支援促進加

算

「あり」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□自立支援計画書

科学的介護推進

体制加算

※特に必要ありません。
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安全対策体制
「あり」とする場合は、以下の条件に適合すること。

※安全管理対策部門を設置すること。

サービス提供体

制強化加算

「加算Ⅰ」「加算Ⅱ」「加算Ⅲ」とする場合は、以下の書類を添付してください。

□サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙１２－４）

□従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（算定日から４週間分・従業者全員分で作成）

※要件を満たすことが分かる根拠書類を準備し、必要に応じて提出が必要な書類

□介護福祉士の資格を証明する書類の写し

□経歴書（任意様式 同一法人での１０年又は７年以上（サービス提供に直接携わる勤務

に限る）の勤続年数の記載が必要です）

※算定根拠となる部分、特に人員要件については十分に確認しておいてください。


